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「（多様な）教育機会確保法案」と「不登校」をめぐる動向 
● 法案は、フリースクールを公的に位置づける法案ではなく、不登校対策法案に変質しています。 
● 特に 2016 年以降、議員立法の条文案と文部科学省の方針が重複するようになり、従来の文科省の不登校

対策のきちんとした検証や考察もないまま、むしろ法制度化によって強化・固定化されようとしています。 
● 法案には、市民の願いの本質部分や対案は、反映されていません。 

２０１４年                                               

 ４月２４日 夜間中学等義務教育拡充議員連盟 発足 
 ６月 ３日 超党派フリースクール等議員連盟 発足 
 ７月 ３日 教育再生実行会議 第 5次提言「今後の学制等の在り方について」において、フリースクールなどの

学校外の教育機会の公的な位置づけを検討することが提言される 
 ９月１０日 安倍首相が「東京シューレ」 訪問 
１０月２７日 下村文部科学大臣（当時）が「フリースペースえん」 視察 
１０月～ 文部科学省「フリースクール等で学ぶ子供への支援・不登校対策」省内検討チームを設置、丹羽秀樹

文部科学副大臣（当時）が主査に就任 

２０１５年                                               

 １月２７日 文部科学省「フリースクール等に関する検討会議」及び「不登校に関する調査研究協力者会議」設置

 ２月１８日 超党派フリースクール等議連 法案作成・立法を宣言 
 ３月 ４日 教育再生実行会議 第 6次提言「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在

り方について」において、「再チャレンジ」支援の総合的な推進のため、フリースクールにおける多

様な学びを含めた抜本的な不登校対策、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、地域

人材の配置充実が提言される 
 ４月１４日 フリースクール等に関する検討会議（第 4回）を最後に中断 
 ５月 ７日 教育再生実行会議 第 7次提言「これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、教師

のあり方について」において、発達障害や不登校の子供に対するフリースクールを含む多様な学びの

機会の支援が提言される 
 ５月２７日 超党派フリースクール等議連・夜間中学等義務教育拡充議連の合同総会にて、「多様な教育機会確保

法（仮称）案」の試案が採択、2015 年度通常国会会期中の成立が目指される 
 ６月～９月 夜中議連との合同立法チームなどで議論が進められる 
 ７月 ８日 教育再生実行会議 第 8次提言「教育立国実現のための教育投資・教育財源の在り方について」の参

考資料において「フリースクール等で学ぶ子供への支援・不登校対策」について教育再生実行会議第

5次提言を受け、学校という枠を超えて新たな教育の在り方について本格的に検討 

2015 年夏頃までに中間まとめ、2015 年度内に最終まとめが示される 
 ７月３０日 文部科学省「義務教育終了者が中学校夜間学級への再入学を希望した場合の対応に関する考え方につ

いて（通知）」、形式卒業者の夜間中学受け入れを認める 
 ８月 ５日 文部科学省「小・中学校に通っていない義務教育段階の子供が通う民間の団体・施設に関する調査」

結果公表、フリースクール等に在籍する子どもは約 4200 人、不登校児童生徒約 12万人のうち約 3.5％

 ９月 ２日 合同議連総会にて、「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律案（座長

試案）」通称「フリースクール法案」が提出される 
 ９月 ７日 不登校に関する調査研究協力者会議「不登校児童生徒への支援に関する中間報告～一人一人の多様な

課題に対応した切れ目のない組織的な支援の推進～」提出、｢児童生徒理解・教育支援シート｣を提案

 ９月１５日 法案、「個別学習計画」などに対する各方面からの反対や自民党内での合意が取れず、国会提出を見

送り、議連での審議が継続に 
 ９月２４日 アベノミクス新「3本の矢」一億総活躍への挑戦で、安部首相がいじめや発達障害など様々な事情で

不登校となっている子供たちの環境改善とフリースクールの子供たちへの支援、子供たちひとりひと

りの個性を大切にする教育再生を所信表明 
１０月 ７日 立法チーム座長（当時）だった馳浩衆議院議員が文部科学大臣に就任 

「一億総活躍社会」の実現の一環として、不登校支援を明言 
１１月 一部報道にて「義務教育の段階に相当する普通教育の機会の確保に関する法律案」が自民党内でまと

められ、国会への提出・成立が目指されていることが報じられる（朝日新聞、読売新聞など） 
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１１月１９日 フリースクール等に関する検討会議（第 5回）が約 7ヵ月ぶりに再開 
１２月２１日 中央教育審議会「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」 
１２月２２日 合同議連総会にて丹羽秀樹衆議院議員（前文科副大臣）が立法チーム新座長、下村博文衆議院議員（前

文科大臣）が立法チーム顧問に就任 
２０１６年                                               

 ２月 ２日 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案（仮称）骨子（座

長試案）」が提出、｢フリースクール支援法案｣から｢不登校対策法案｣に 
法律で不登校児童生徒を定義 

不登校児童生徒の個人情報の組織的共有と継続的把握、不登校特例校の設置などを法律で規定 
 ２月１２日 

 ２月１６日 

 ３月 ８日 

立法チーム議員勉強会にて賛成・反対の民間団体や教育委員会など 3 回のヒアリングが開かれる 
＊2 月 12 日：４団体に各々５分のヒアリング、 ＊2 月 16 日：４団体に各々５分のヒアリング、 
＊3 月 8 日：５団体に各々10 分のヒアリング 

 ３月１１日 合同議連総会にて「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案

（座長案）」逐条文案完成、議連では意見がまとまらず各党持ち帰りに 
  同 日 不登校に関する調査研究協力者会議にて「不登校児童生徒への支援に関する最終報告（案）」と「児

童生徒理解・教育支援シート（案）」が配布される 
  同 日 文部科学省「不登校重大事態に係る調査の方針について（通知）」 

いじめによる「不登校重大事態」を把握する調査の実施 
 ４月 文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」の 2015 年分より「不登校」

を従来の「30 日以上の欠席」に加え「90 日以上の欠席、出席 10 日以下、出席 0日」と把握を細分化

 ４月２８日 合同議連総会にて「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

案」が自民党、民進党、公明党、おおさか維新の会の了承で連休明けの国会提出が決まる 

社民党と共産党は夜間中学支援を先に法案化し不登校部分の継続審議を主張 

 ５月１０日 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」が自民・民進・

公明・おおさか維新の 4 党が共同で衆議院に提出される 
 ５月２０日 教育再生実行会議 第 9次提言「全ての子供たちの能力を伸ばし可能性を開花させる教育へ」のなか

で、「不登校の子供たちへの教育」では「不登校の生徒についての情報の適切な引継ぎ（「児童生徒理

解・教育支援シート」の活用）」不登校の子供を対象とする「不登校特例校」の設置、教育委員会・

学校とフリースクールの連携とフリースクールで学ぶ子供たちへの学習面・経済面の支援などが提言

 ６月 １日 第 190 回通常国会閉会、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する

法律案」は衆議院文部科学委員会で審議されることなく、次の国会での継続審議となる 
 ６月１４日 フリースクール等に関する検討会議（第 11 回）を最後に再度中断 

 ７月２９日 不登校に関する調査研究協力者会議「不登校児童生徒への支援に関する最終報告」、「児童生徒理解・

教育支援シート（試案）」、「不登校児童生徒への支援に関する最終報告 添付資料」提出 

 ８月 ３日 内閣改造が行われ、馳浩文部科学大臣の後任として、新たに松野博一大臣が就任 
 ８月 ４日 本年度より文部科学省「学校基本調査速報」から、不登校の項目（長期欠席者数の状況）が除外、 

今後は「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（速報値）」のみで発表 
 ９月１４日 文部科学省「不登校児童生徒への支援の在り方について（通知）」 

不登校に関する調査研究協力者会議の最終報告を基づき、＊「児童生徒理解・教育支援シート」を活

用した組織的・計画的支援、＊家庭訪問を通じた積極的支援、＊不登校特例校など使った学習支援、

フリースクールなど多様な教育機会の確保、＊中学校卒業程度認定試験の情報提供、などを求める 

 ９月２６日 第 192 回臨時国会開会、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する

法律案」が衆議院文部科学委員会に付託 
  同 日 合同議連総会にて馳浩衆議院議員（前文科大臣）が立法チーム相談役に就任 
１０月２７日 文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」結果（速報値）について発表

小・中学生の不登校の割合が過去最多に、中学生は 35 人に 1人が不登校 

１０月３１日 フリースクール等に関する検討会議（第 12 回）が約 4ヵ月半ぶりに再開 

１１月１６日 

  ～２２日 

16 日：衆議院文部科学委員会で審議入り（趣旨説明）、18 日：衆議院文部科学委員会で法案の質疑応

答と委員会採決され賛成多数で可決、付帯決議が付された、22 日：衆議院本会議で賛成多数で可決 
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すべての小学生・中学生に「通称 不登校対策法案」はいりません 

－「教育機会確保」より子どもの命が大事、不登校は命の非常口－ 

  

2016 年 11 月 20 日 

不登校・ひきこもりを考える当事者と親の会ネットワーク 
ブログ：http://ftk.blog.jp/ 

 

 現在開かれている臨時国会で不登校の小学生・中学生を対象とした「義務教育の段階におけ

る普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案（通称 不登校対策法案）」がつく

られようとしています。50 年に及ぶ登校拒否・不登校の歴史の中で最大の危機です。 
 本法案は、第 190 回国会（2016 年 1 月 4 日～6 月 1 日）で賛成会派（自民、民進、公明、

おおさか維新）により国会に提出されましたが衆議院文部科学委員会での審議が行われない

まま、臨時国会での継続審議になりました。 
 この法案は、2015 年 9 月 15 日の「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保

に関する法律案（通称 フリースクール法案）」として登場しました。しかし相当の期間、不

登校をした子どもの学籍をぬき、保護者が「個別学習計画」を作成して教育委員会に届け出

て家庭学習をさせるという内容に各方面からの反対の声があがりました。 
このため法案から「多様な」という言葉とともにフリースクールに財政支援するために法的

な手続きとして必要だった「第四章 個別学習計画」が全て削除され、不登校対策法案に書き

換えられました。書き換えられた法案では「第三章 不登校児童生徒に対する教育機会の確保

等」というすべての子どもに深刻な影響をもたらす「不登校対策」そのものが姿を現しまし

た。立法趣旨が「フリースクール法案」から「不登校対策法案」へ大幅に転換をしました。 
 この法律ができたら追いつめられて命を断つ子どもがもっと増えるだろうと危機感をもつ不

登校経験者や保護者たちが、法案から「不登校対策部分」の白紙撤回を求める請願署名を集

めています。不登校経験者やその家族など、全国から 1 万筆を超える署名が集まっています。

教職員や学識経験者など各方面からも反対や疑問の声が上がっています。 
 文部科学省は「不登校はどの子にも起こりうる」「不登校は学校問題でもある」と言っていま

す。子どもたちがなぜ不登校をするのか、その原因や学校教育環境の改善ができていない現

状で、いじめや体罰、懲罰的指導などの被害者である不登校の子どもたちに、法案は「不登

校特例校」に行けと言っています。子どもたちは人間不信と社会への不安から「生きる力」

を失うでしょう。 
 まず優先すべきは被害の救済です。人間関係やいじめによる集団からの疎外、先生の指導に

深い傷を負った子どもたちは傷が回復するまでとにかく「そっとしておいてほしい」と望ん

でいます。心身の回復に年単位、数年以上かかる子どもがいるにもかかわらず、文部科学省

は早期の学校復帰対策で追いつめ、社会的な「ひきこもり」の原因をつくってきました。 
 文部省・文部科学省の不登校対策が 50 年に及んだ結果、「義務教育の間は学校を休んではい

けない」と子どもも保護者も思いこまされています。 
子どもの数が減り続けているなかで文部科学省が不登校の数を減らす表面的な対策にシフト

した結果、不登校の子どもは増え続けています（資料①）。 
10月27日に発表された「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（速報値）」

で不登校の児童生徒数は 12 万 6 千人を超え、不登校の割合は過去最多になりました。 
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子どもの貧困が不登校を生んでいるという説がありますが、今年の発表では「経済的理由」

で不登校をしている子どもは全国で小学生 39 人、中学生 60 人だけです。 
 多くの子どもたちは、いじめや懲罰的指導、体罰などの被害を受けていても学校を休むこと

ができません。休まず我慢を重ねて学校に通い続け、心身の限界にきたところで命を断って

いくのです。この法律をつくっても、学校を休まず命を断っていく子どもたちを救済するこ

とはできません。 
 「児童生徒の問題行動調査」でいじめの認知件数は昨年の 2 倍になりました。 
評価、競争、管理のあるストレスの多い学校ではどの子どももいじめる立場・いじめられる

立場の両方を経験する可能性があります。いじめを受けて深く傷ついている子どもが学校を

休めず護身用にナイフやカッターを身につけて登校を続けている現実があります。 
不登校をすることができずに、いじめられる辛さを回避するためにいじめる側にまわったり、

非行へ向かう子どもがいます。 
 いじめられても我慢して学校通い続け、心身ともに限界にきた子どもが長い休み明け、始業

式の前後、中間・期末テスト前に命を断っています（資料②）。 
不登校は「命の非常口」です。不登校対策を法律化することで非常口をふさぐことはしない

でください。いま必要なのは、全ての子どもたちに「学校を休む権利」があることを明らか

にし、そのことによっていかなる不利益を受けないことをきちんと保障することです。 
 学校は社会の縮図であり子どもにとって生活の場です。全ての子どもにとって安心した居場

所になるインクルーシブな学校が求められます。障害のある子どももない子どもも、学校へ

行くのが苦しい子や傷ついている子にとっても安心して休むことができ、いかなる差別も受

けずに安心して戻れる学校にしていくなど、子どもの最善の利益が保障される居場所にして

下さい。 
 子どもに関する法律や施策は本来、生きる希望と将来への夢がもてる社会を保障するために

つくられるものだと思います。 
文部科学省は法案の不登校対策と同じ枠組みの「不登校児童生徒支援の在り方について（通

知）」を 2016 年 9 月 14 日に出し「児童生徒理解・教育支援シート」の作成を定めています。

小中学校で不登校をした子どもの個人情報を高校終了まで校種間をこえて収集・管理し、「切

れ目ない支援のため」の名のもと公共・民間の関係機関で情報を共有し、23 才まで保存する

という個人情報保護を無視したものです（資料③）。 
法案と施策で不登校の子どもたちの人権とプライバシーを侵害しないでください。 
 全国 12 万 6 千人余の不登校の子どもたちとその保護者、更には不登校することができず登

校しぶりを重ね、保健室登校や教室外の各種の教室などに通う 50 万人余りと推測される子

どもたちとその保護者は、「不登校対策・管理法」を求めていません。 
成立が望まれている夜間中学の法案を先に通し、性格の異なる不登校対策法案とは分けてく

ださい。その上で子どもと家庭を今以上に追い込む不登校対策の法案は白紙に戻してくださ

い。これ以上不登校対策法で不登校の子どもを差別しないでください。 
時間を充分にかけ、不登校の子どもとその保護者、不登校を経験した当事者、学校現場の先

生や養護教員など、全国各地の不登校の現場にいる多くの市民に経験や意見、懸念などを聞

いて下さい。 
国連「児童の権利条約」で保証されている権利の内容を学校生活で具体化し、全ての子ども

たちが生きる希望と将来への夢が持てるような学校教育環境をつくって下さい。 
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1990年代初頭より

文部省の不登校対

策が始まる

（万人）

文部省・文部科学省「学校基本調査」「児童生徒の問題行動等

生徒指導上の諸問題に関する調査」より 内田良子 作成
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生徒指導上の諸問題に関する調査」より 内田良子 作成
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小学校・中学校の全児童・生徒数と不登校の子どもの数の推移 

文部省・文部科学省「学校基本調査」「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

より作成（中学生は中等教育学校前期課程を含む、2015 年度間のみ速報値） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 資料①
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「逃げる」という選択肢 中学⽣の⾃殺 １７年ぶりの年間１００件超に向き合う 
『リスクリポート』より（個⼈- Yahoo!ニュース） 
 http://bylines.news.yahoo.co.jp/ryouchida/ 
 内⽥良  | 名古屋⼤学⼤学院教育発達科学研究科・准教授  
 2016 年 5 ⽉ 5 ⽇ 9 時 30 分配信  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
   
       中学⽣と⽇本全体における⾃殺死亡率の推移（警察庁の資料をもとに内⽥良⽒作成） 

 学生・生徒等の自殺をめぐる状況 （内閣府「平成27年版自殺対策白書 概要」より） 
 資料② 
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『あかね色の空をみたよ』堂野博之著、高文研（1998 年）より
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不登校を経験した当事者・親の「不登校対策法案」反対の声・意見 

 
●不登校経験者 ⼤塚朝⼦ 

 私は昔、不登校でした。学校へ⾏くことが只々苦痛でした。でも、家に居れば楽に過ごせたわけではあり
ません。「⾃分は学校に⾏けないダメな⼈間なんだ」と⾃分を責めていたからです。こう云う時、体は動き
ません。「ダメ⼈間でなくなるために学校へ！」と⾏けるものでは無いのです。そして次に思います。「ダメ
⼈間でごめんなさい」「ダメ⼈間なのに⽣きていてごめんなさい」と。これは決して私⼀⼈の特殊な考え⽅
ではないと思います。多くの不登校の⼦は、只、学校に⾏けないと云うだけで⾃分を責め、時には⽣きてい
る事すら悪い事だと思い詰めたりしてしまいます。 
 そこへの「皆、待ってるよ。学校へおいで」等の働き掛けはもちろん、「学校がムリならフリースクール
もあるよ」「それもムリなら家で勉強したら？」等、働き掛ける側がどんなに善意からでも（いや善意であ
ればこそ）⾃分を責めている当事者には凶器になります。「皆がこんなに⾊々してくれているのに、⾃分は
それに応えられない超ダメ⼈間だ」と思わせるのに充分だからです。 
 この法律案は、この“凶器”を多量に⽣む危険を孕んだものです。今まで「かわいそうだけど何もしてあげ
られない…」と思っていた（そしてそっとしておいてくれた）⼈達が、善意で「学校へ⾏けないなら個別学
習計画を出すといいよ」と⾔ってくるかも知れない…。先⽣が…学校関係者が…教育委員会…そして保護者
が。これは不登校経験者の私には、もはや恐怖でしかありません。 
 ⾃分を責めている不登校の⼦に必要なのは、「学校に⾏かなくたってダメ⼈間なんかじゃない」と実感で

きる環境です。「⾏かないなら個別学習をすれば良い」では、必要な実感は得られません。どうか議員の皆
さん、⾟い思いをしている不登校の⼦に良かれと思うのであれば、この法律案を通すのではなく、「何もし
ない今のままだって何も悪くない！ダメじゃない」と思える社会を造って下さい。 
※この⽂章は 2015 年 9 ⽉の『馳座⻑試案』を受けて書かれたものです。どのように法案を書きかえられようと不登校をしたこ 
 とで存在を否定された当事者の思いは変わりません 
 

●不登校を経験した当事者 30 歳 
わたしは東京在住で、⼩学校でいじめにあい、中学２年で不登校をし、３０歳の今、ようやく家で落ち着い
て過ごせるようになった⽮先に、「義務教育の段階に相当する普通教育の機会の確保に関する法律案」を知
りました。 
中学２年の２学期に、エネルギーが切れるように学校に⾏かなくなりました。しかし学校を⽋席して家にい
ても全く休めず、罪悪感を感じる時間の⽅が多かったです。そして親も不安に陥っているので、せめて規則
正しい⽣活を崩さないようにと朝起こしにきたり、ちょっとでも家で勉強させようとしたりと、もう双⽅の
願いや思いが全く合致せず、⾮常に⾟い⽇々が続きました。 
中学、⾼校、⼤学の年齢の頃は、そういう所に通えない、⾃分を合わせることが出来ないことに罪悪感を感
じ、社会で働いて当たり前の年になると、⼈や集団が怖くて働きに出られないことを引け⽬に感じながらも、
どうすることもできませんでした。そして、社会の価値観に合わせられない⾃分を責め、どうすれば社会と
いう集団に⾃分が仲間⼊りできるか、合わせることが出来るか、そればかり考えていました。合わせられな
い⾃分が悪い、⾃分に問題がある。不登校してから、ずっとそう思っていました。 
そこから解放されたのは、⼀昨年の１０⽉、当事者の集まりで他の参加者の⽅が、「アウェーからは離れて
いい」という⾔葉を⾔ってくれたからです。サッカーの中継などでよく出てくる、HOME（ホーム）＆AWAY
（アウェー）のことですが、この⾔葉が、本当に⼤きなきっかけになりました。そこがアウェーなら、合わ
せる必要ない。アウェーからは離れよう、離れていいんだ。この⾔葉のおかげで、中学２年で不登校をして
から１６年⽬に、私ははじめて、⼼から、⾃分を肯定することができました。 
元当事者として、今回の法案は、⽩紙に戻してほしいと願ってきました。 
２⽉２⽇、３⽉４⽇、３⽉８⽇、３⽉１１⽇と、条⽂が出るたび読ませていただきましたが、「不登校の⼦
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どもの管理法案」になっていること、この法案が成⽴してしまえば、⽣存権を脅かされる⼦どもがでてくる
と、強い危機感を感じています。 
「教育機会の確保」という⾔葉が使われていますが、学校でいじめ・体罰・性被害などをうけた「犯罪被害
者の保護・ケア」という観点からお考えください。 
学校が加害者側とすると、この法案は、加害者側が被害者の「適切な⽀援が組織的かつ継続的に⾏われるこ
ととなるよう、⽀援の状況に係る情報を教職員、⼼理、福祉等に関する専⾨的な知識を有する者その他の関
係者相互間で共有（第九条）」し、「学校以外の場における学習活動等の継続的な把握」「⼼⾝の状況を継続
的に把握（第⼗⼆条）」をして、「実態の把握に努める（第⼗六条）」。 
⽀援するにも、実態を把握するにも、本⼈あるいは保護者に聞きとりをする必要があります。 
そうなると、学校に⾏かない理由を⾔葉で説明しなければならなくなる。 
いじめや性被害、体罰などの被害をうけた⼈の場合で考えてみますと、⾮常に⾟い⼼理状態に追い詰められ
るのではないかという懸念がぬぐえません。 
突然犯罪にまきこまれ、ショック状態で動けなくなった（学校に⾏かなくなった）被害者に、加害者が在籍
する学校側の関係者が、「情報を共有」し、「状況を継続的に把握」したいと法律に基づいてやってくるので
す。被害当時の状況をフラッシュバックさせ、思い出させて⾔葉で学校に⾏きたくない理由を説明させられ
るのです。 
そうしないと「休養の必要性」が認められない。とんでもない話です。 
「犯罪被害者の保護・ケア」という観点から⾒ますと、この法案は危険です。 
被害者を追い詰めるものになる可能性が、⾮常に⾼いです。 
どうか、⽴法を急がないでください。 
広く、丁寧に、時間をかけて、当事者や保護者の声を、聞いていただけますよう、お願い致します。 
そして、今回の不登校対策の法案は、⽩紙に戻していただけますよう、切にお願い申し上げます。 
 
●登校拒否をした当事者 
 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」は、不登校の⼦ども
を法律で規定・定義し、差別・選別するものです。⼦どもたちの世界の平等を破壊する法です。 
この法の下では、⼦どもたちの個⼈情報さえ守られません。 
⼦どもたちの"願い"とはかけ離れた法律が、議員⽴法としてつくられようとしています。 
 部落や穢れなどの⾝分差別、⼈種差別、⺠族差別、宗教差別、障害者差別、男⼥差別、様々な差別の撤廃
のために過去から現在、多くの⼈々が懸命な努⼒を積み上げてきました。 
⽇本国憲法第 14 条 第 1 項においても「すべて国⺠は、法の下に平等であって、⼈種、信条、性別、社会
的⾝分⼜は⾨地により、政治的、経済的⼜は社会的関係において、差別されない」と規定されています。 
多くの⼈々の差別撤廃への″願い“に逆⾏して、弱者である⼦どもを差別する法を、国⺠から選ばれた議員の
⽅々がつくろうとしています。新たな差別を⽣む法律をつくって、後世に汚点を残さないでください。 
 不登校を経験した当時者としてこの法律と⽂科省の関連施策により、いじめなどを受けて学校を休みがち
な⼦どもたちが差別され  居場所をなくし、命を断つことを⼤変⼼配しています。 
⼦どもに関する法は、⼦どもが⽣きる希望と将来への夢がもてる社会を保障するためにつくられるべきです。
この原則を忘れ、多くの⼈々の願いや祈り、懸命な努⼒を無にする「義務教育の段階における普通教育に相
当する教育の機会の確保等に関する法律案」の成⽴に強く反対いたします。 
 国⺠から選ばれた代表として、⼦を持つ⼀⼈の⽗親 ⺟親として、⼦どもの⽣きる希望と基本的⼈権を奪
うこの法案を成⽴させないでください。 
不登校をしている 12 万 6 千⼈の⼦どもたちの声を、″願い“を真摯に聞いてください。 
この法律で差別されるのは、社会的弱者である⼦どもです。罪のない⼦どもたちです。 
この事実を決して忘れないでください。 
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●不登校の⼦どもを持つ親 
 我が家では、現在⼩３の⻑男が不登校、次男は年中ですが幼稚園に通っていません。次男も学校には⾏か
ない可能性が⼤きいかなと思ってます。そんなわけでこれから制定される法律には我が家の⼦供たちに⼤き
く関わってきます。法律に関してはよくわかりませんが私なりに法案を読んで感じたことを書いてみようと
思います。 
 ⼀番気になったところは、第９条「不登校児童⽣徒に対する適切な⽀援が組織的かつ断続的に⾏われるこ
ととなるよう…必要な措置を講ずる…」という⽂です。 
⻑男が⼩学１年⽣の９⽉より不登校になってから、在籍学校の先⽣⽅や、⽀援センター、通級、児童⼼理の
先⽣、スクールカウンセラー等たくさんの⽅々に助⾔をされてきましたが、 
そのどれもが「⽣活リズムだけは正そう」、「少しづつ勉強を始めて⾏こう」、「少しでも外に出よう」「校⾨
にタッチしてみよう」など、いまとなって考えてみれば⾟い⼦供を余計に⾟くさせるものでした。 
 親の私たちに対しても、「お⼦さんの将来のことを考えると学校に⾏かせたほうが良い」「学校に⾏かせる
のは親の義務でもある」など、良⼼をつつかれ罪悪感でいっぱいになりました。フリースクールも勧められ
ました。 
 現在は、⾃分の考えをはっきりまとめ、それらの⽀援を極⼒お断りすることで家庭に平和が訪れていると
思っています。 
今まではそれらの⽀援や助⾔が学校や⽀援センターなどの善意で（法律で決められたものではない）⾏われ
ていたから不必要だと思われるものは私たち親の判断でお断りしてきました。今後、法律ができて、これら
の⽀援を『組織的かつ断続的に』⾏うように対策されてしまったら、、、。 
「法律でそのように決まったから」と⾔われれば断りづらいです。（それでも私は不要、有害なものは断ろ
うと思っていますが。ただ、断るのもエネルギーがいります）拒否すれば法律違反となってしまうのでしょ
うか？？ 
 もちろん⽀援の内容にもよります。不登校初期にありがちな（⻑男も通ってきました）、昼夜逆転、ひき
こもり、ゲーム漬けなど常識では悪とされているものをすべて良しとして受け⼊れてくれるのでしょうか。
今まで我が家が受けてきた多くの助⾔のなかにはこれらを認めてくれるものはほとんどありませんでした。 
 このことから考えると、今後制定される法律によって⾏われる⽀援や助⾔は、⼦供たちの気持ちに沿った
ものになるとは考えづらいです。 
 親の私でさえ、苦しんでいる⼦供と接して体感してやっと受け⼊れられたことです。⻑男が不登校になる
前は、昼夜逆転、ひきこもり、ゲーム漬けなんてとんでもないと思っていました。 
常識では考えられないような⽣活の必要性を、どんなに説明しても分かってはもらえず、怖い怖いと⾔って
嫌がる⻑男を先⽣⽅に⼀切会わせず電話も訪問もお断りしたために、逆に虐待を疑われ、児童相談所に通報
すると脅されたこともありました。 
 こういう認識はすぐには変わらないと思います。すぐにはというか、⾃⾝が体感したものでないと実感で
きないんじゃないかと思います。変わらない認識のまま、⽀援や助⾔が断続的に法に後押しされて⾏われる
ことが怖いです。 
 学習活動の状況、⼼⾝の状況把握、適切な⽀援、、、せっかく家に隠れて安⼼して過ごしている⼦どもを、
家の中まで追いかけて探し出そうとしているイメージです。閉じこもっている間は、そっとしておいてほし
いです。 
 ⼦どもが安⼼して休めて、エネルギーがたまってきて家では物⾜りなくなって⾃ら動きだしたとき、初め
て⽀援が必要になってくるんだと思います。もちろん、⼦どもが⽀援を望んだら、です。 
フリースクールも、そのときのひとつの選択肢だと思っています。 
 
●親の会 Ｋ.Ｔ 
 教師の暴⼒的威圧的な態度により⻑⼥が不登校になった時、登校出来なくても勉強はさせるのが『⻑⼥の
ため』と想い塾に⾏かせたりした結果、⻑⼥は夜驚症を起こし毎晩泣き叫んだり、⾳の聞こえ⽅がおかしく
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なるような状態になってしまいました。 
その後しばらくして、次⼥が学校になじめず、五⽉⾬登校になってきた時、この⼦だけは不登校になって欲
しくない。普通でいるのが『次⼥のため』と私は必死で学校への送り迎えをしていた結果、次⼥は毎⽇毎⽇
「死にたい、死にたい…。」と⻑⼥に⾔っていたそうです。 
 親の会に出会い、学校より⼦どもの命が⼤事と⼼の底から思えた時、⼦ども達は家で安⼼して過ごし穏や
かに⽣活できるようになりました。 
 次⼥は現在中学１年⽣で葛飾シューレ中学に在籍しています。この中学に⼊学したのは、⼩学校で不登校
をしていた時、校⻑先⽣にしつこく本⼈確認をさせて欲しいと⾔われ、それが嫌だったからです。 
確かにこの中学は安⼼して家で過ごすことが出来ますが、全く⾏かなくても当然授業料が発⽣します。⾏か
ない学校にお⾦を払うより、⾃分の好きなことの為に使う⽅がいいのではないか・・と本⼈が考え、地元の
中学へ移る事を考え始めていた時に、この法案の情報が⼊ってきました。 
 この⾻⼦案の内容を読むと、地元の中学で不登校となれば、『⽀援』という名⽬で家に知らない⼈たちが
来るのではないかと娘は怯えています。それを考えると地元の中学には⾏けません。この法案が成⽴すれば、
現在の安⼼できる⽣活を確保できなくなるなんて、⼀体誰のための法案なのかと思います。 
不登校の⼦や⾟い状況で学校に⾏き続けている⼦のことを考えてくださるのは、とてもありがたいことです。
しかしその⼦達が困るような法案では全く意味がなく残念に思います。最も⾟い思いをしている⼦達が、社
会の規範に縛られ⾃分を責めるばかりで何の声も上げられない状況があります。 
現在の不登校をさせず学校復帰が強調され管理が強まる⾻⼦案は⼀度⽩紙にしていただき、まず、⾟い⽴場
にある⼦どもたちの声に⽿を傾けていただきたいです。 
 
●親の会 Ｎ.Ａ 
 私には 3 ⼈の息⼦がおり、今は義務教育年齢を過ぎていますが 3 ⼈とも不登校経験があります。幼稚園
や⼩学校の途中から不登園・不登校となり、中学は 1 ⽇も登校することなく卒業して、今はそれぞれに学
校ではない居場所や家庭で過ごしながら、将来のことも少しずつ考え始めています。21 歳の⻑男に先⽇、
この法案の最新の⾻⼦を⾒せたところ「こんなもの、やめてくれ！」と⾔っていました。法案の内容はどん
どん書き換えられていますが、前座⻑案のときからこの法案は学校外での学びを学校での学びと対等な位置
に置くものではありませんでした。しかも書き換えられるたびに、学校外の学びを認める内容から不登校対
策へと内容がシフトしており、休みがちになった⼦どもの管理を強化し、各関係機関で情報を共有し、学校
復帰をより促す。それでもどうしても来られない⼦は仕⽅がないから、その⼦たちのための場所を公で⽤意
したり、⺠間や家庭での学習も容認する。それでもやはり学校の学習を第⼀としているという内容です。⽂
科省で進めている、不登校を休んだ⽇数でさらに細分化して管理するという施策ともリンクさせてようとし
ているように⾒えます。 
 我が⼦が不登校になっていた合計 10 年間の義務教育期間の経験から⾔わせていただくと、不登校になっ
ている⼦どもの⼤多数は⼼が疲れた状態で家にいて、この法案で⽤意されようとしている「⽀援」を望んで
はいません。⻑男が「やめてくれ」と⾔ったように、家にいる⼤多数の⼦どもが望んでいるのは、とやかく
⾔われずに家でゆっくりできる時間を保障されることです。その時間が保障されれば、やがて学校に戻るの
であっても別の道を進むのであっても、本⼈が⾃分で考えて決める⼒を取り戻します。学校的な学習は最初
は⼿を付ける気⼒などないし、進む道によっては必要ない場合もあります。 
 議員のみなさんがよかれと思って進めてくださっていることが、⼦どもたちのためになるとはとても思

えない内容になっています。たとえ「多様な」とか「休養の必要性」というような⾔葉が盛り込まれても、
法案全体にそういうまなざしがない以上、あくまで条件付きのものに終わると思います。現状でも⼩中学校
には 1 ⽇も登校しなくても、将来に不利にならないよう卒業が認められ、何らかの理由で苦しくて学校に
⾏けないことは正当な事由として認められています。この法案ができるとそこに条件がつけられ、学校を休
んでいる⼦はさらに追い詰められます。どうかそこのところを知っていだたいて、夜間中学の法案とは分け
ていったん⽩紙に戻していただけるよう、切にお願い申し上げます。 

12



 
東京新聞             東京新聞 ２０１６年 11 月１9 日

13




